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【要　旨】本論文では、戦後教育改革期における保育内容の形成過程とその特質を明らかにすることを目的
として、ヘレン・ヘファナンの幼児教育観と、それが日本の保育内容に与えた影響について考察した。
　1947（昭和22）年３月に「新学制」が確立し、戦後の新たな幼稚園の保育内容の指針として示されたものが、
1948 （昭和23）年３月に作成された『保育要領』「試案」である。この『保育要領』は現在の「幼稚園教育要領」
の根幹とも言え、今日の日本の保育内容の原点として位置づいている。この作成において、ヘファナンは作
成委員の中でも中心人物の１人であった。したがって、『保育要領』の作成過程において、ヘファナンがど
のように関与し、戦後の新たな保育内容にどのような影響を与えたのかについて考察することは、今日の幼
児教育内容を考える上で欠くことができないと言える。本論文では、ヘファナンの幼児教育観や思想及び『保
育要領』作成への影響について言及した。
はじめに
　本論文は、連合軍最高司令部民間情報部教育部顧問であったヘレン・ヘファナン（Helen 
Heffernan, 1896－1987）の幼児教育観と、それが日本の保育内容に与えた影響について考察し、
戦後教育改革期における保育内容の形成過程とその特質を明らかにすることを目的としている。
　戦後教育改革において学校教育制度全般が改革される中で、幼稚園も大きな変化を迎えた。最
も大きな変革は、1947（昭和22）年３月に確立した「新学制」において、幼稚園が初めて学校体
系の中に位置づけられたことであった。この位置づけは、戦後教育改革期における米国教育使節
団の影響や教育刷新委員会（以下、刷新委員会と記す）での議論を受けてなされたものであり、
そこには新たな幼児教育観が存在し、その教育観に基づいて保育内容が策定されることとなっ
た。このような流れの中で、戦後の新たな幼稚園の保育内容の指針として示されたのが、 1948（昭
和23）年３月の『保育要領』「試案」であった。その後、 1956（昭和31）年に『保育要領』に代わっ
て「幼稚園教育要領」が刊行され、数次の改訂を経ているが、その大枠は変わらず、 1948年の『保
育要領』が今日の保育内容の原点として位置づいている。
　後述するように、『保育要領』の作成は、民間情報部教育部顧問であったヘファナンの示唆と
指導のもとに行なわれ、ヘファナンは『保育要領』作成の際に、その元となる英文の参考資料を
委員に提示するなど、作成委員の中でも中心人物の１人であった。『保育要領』の特徴の１つと
して、幼児の興味や関心、経験を重んじている点が挙げられるが、ヘファナンも子どもの経験な
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どを重んじており、『保育要領』作成の際には、ヘファナンの考えが少なからず影響を与えたも
のと考えられる。
　上述したように、初めての保育内容指針である『保育要領』は、現在の「幼稚園教育要領」の
根幹とも見るべきものであり、この点を踏まえると『保育要領』の作成過程において、ヘファナ
ンがどのように関与し、戦後の新たな保育内容にどのような影響を与えたのかを考察すること
は、今日の幼児教育内容を考える上で欠くことができないと言える。
　ヘファナンはカリフォルニア州教育局初等教育課長などとして、 1926年（大正15）から1966 
（昭和41）年の40年間にわたって、プログラム開発の中心的を担った人物であった。また、1947 （昭
和22）年度小学校学習指導要領社会科編及び国語科編の作成に際しても尽力した。これらのこと
からヘファナンに関する先行研究は、米国カリキュラム史研究１や、戦後初等社会科教育２及び
国語科教育改革３についての研究が中心であり、ヘファナンの幼児教育観や『保育要領』への影
響について詳細に分析した研究は未開拓と言える。
　このような先行研究の状況を踏まえ、本論文では、まずヘファナンの幼児教育観や思想がどの
ようなものであったのかについて考察する。そして、ヘファナンがどのような経緯で日本に来日
し、『保育要領』作成の際には彼女がどのように関与し、彼女の幼児教育に関する考えが『保育
要領』に及ぼした影響について究明することとしたい。なお、本論文において、『保育要領』作
成当時のヘファナンの保育思想を分析する資料として、1946（昭和21）年及び1947（昭和22）年
の彼女の手紙や論文、1960年代や70年代に刊行された著作を用いた。
１．ヘファナンの幼児教育観と思想
　まず、ヘファナンの「子ども」、「幼稚園」、「幼稚園教師」に関する考え、また彼女の来日の背
景と彼女の民主主義思想について概観することとする。
（1）「子ども」と「幼稚園」についての考え
　ヘファナンは1960年代の彼女の著作本において、子どもを次のように捉えている。子どもとい
うものは、当然のことながら個々に異なっている。似たように見える者同士でも、そして、たと
え双子でも、全く同じように行動する者はいないのである。それぞれが自分なりの思考パターン
を持っていたり、取得した技能も異なっていたり、持っている情報量や成長する潜在性も異なる。
このため、一人ひとりの子どもを理解したり、どのように行動するかを予測できるようになるた
めには、時間をかけて子どもを観察・研究する必要がある、と述べている４。
　次に、「幼稚園」についての考えを検討すると、ヘファナンは同じく著作本の中で、幼稚園を
子どもが学校を経験する大切な最初の場であるとしている。子どもは幼稚園に就園する以前は、
家庭での生活が中心であり、外の世界、すなわち近隣やより広い社会と接触することはほんのわ
ずかに限られている。したがって、社会生活の経験をほとんど持たないまま幼稚園に通うことで、
適応しなくてはならない多くの場面に直面し、新しい経験を積んでいくと述べている５。さらに
は、幼稚園では、子どもは自分自身が快く安全な生活をするために、友人と良好な人間関係を構
築しなければならず、親以外の新しい大人である教師とも適応しなくてはならない。そして、子
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どもは親密さを欠いた広い空間の中に身を置き、多くの新しい魅力的な物を他人と分け合い、そ
の物の使い方についても、いろいろと試みながら自分で扱ってみなくてはならない。このような
意味から、ヘファナンは幼稚園を集団生活を営む経験の場と位置づけている。ヘファナンは、理
想的なクラスサイズについても述べている。すなわち、個々の子どもの要求を的確に知ることが
でき、子どもに適切な学習経験を与えることができる状況を考えると、物理的な環境、親の参加
程度、教師の質なども関係するため、特定の数を明示することはできないものの、経験上、１日
３～４時間の教育で20 ～ 25人以上でないことが望ましいとしている６。
（2）「幼稚園教師」
　ヘファナンは上記のような子ども理解と幼稚園の役割を実現するために、どのような幼稚園教
師を求めていたのであろうか。“The Kindergarten Teacher”（1960年）に記されているヘファナン
の幼稚園教師像をまとめると、以下の①から⑤のようになる。
①子どもを愛し、理解しようと努力し、子どもと共に仕事をすることを好む人
　ヘファナンによれば、子どもは独自のパーソナリティーを持っている。したがって、教師は一
人ひとりの子どもについてよく知らねばならないとしている。また、他人と仲良くすることを学
んだか、見知らぬ場所に身を置くことに慣れているか否か、ある行動は自らの意思なのか、友人
の行動を見てなのか、あるいは材料のせいなのかなど、教師は多くの事柄に答えられるようでな
くてはならないと述べている７。そして、幼稚園の年齢の子どもと共に生活することは、労力を
必要とし、元気にあふれた健康、はち切れるほどのエネルギー、軽快な精神及び戸外遊びを楽し
む心を必要とするため、子どもを心から愛して接し、その仕事に喜びを持って従事しなければな
らないとしている８。
②子どもの家庭や環境などを総括的に理解できる人
　ヘファナンは、教育は家庭と学校の共同事業であるため、教師は子どもの家庭的背景、父親、
母親について知らねばならないと述べている。なぜならば、一人ひとりの子どもについて教師が
よく知れば知るほど、子どものために十分に尽くすことが可能となり、子どもの発達段階につい
ても理解し、子どものその後の進歩に合理的な期待を持つことができるためであるとしている９。
教師が子どもを理解し、育むとき、その家庭や環境にまで配慮することが重要であり、また子ど
もの成長発達段階に注視することで、子どもへの理解が深まり、より効果的な関わり方が可能と
なるとしているのである。
③幼稚園の環境、設備、材料が子どもの発達に重要であることを知っており、芸術・文学・音楽・
身体リズム・文化をよく知り、それを真に理解した広い教養を持ち、科学技術の世界に対する
理解と鋭い感覚を持っている人10
　②の点とも関連して、ヘファナンは幼稚園においても、教師は子どもの発達に応じた相応しい
環境を整えなくてならないとしている。そして、教師は子どもが社会の一員となるのを助ける重
要な役割を担っているため、芸術や文化などを十分に理解しなくてはならないと述べている。ま
た、現代の科学技術の進歩は、子どもが住んでいる世界をも加速度的に変化させているため、子
どもが科学の世界を理解し、期待し、受け入れるのを手助けする責任を教師は負っているとも考
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えていた11。すべての家庭において、文化的活動や科学技術の世界に触れる機会が十分に与えら
れているわけではない。したがって、教師はそのような文化的・科学的なものに対する知識と教
養、感覚を兼ね備えなくてはならない。そして、子どもの発達の刺激になるような文化的・科学
的な活動が幼稚園においてなされ、そのための設備や材料を整えられる者でなくてはならないと
している。
④健全なプログラムを遂行するのに必要な専門教育を受け、しかも継続する人
　ヘファナンによれば、良い教師というものは専門職としての準備期間が終わった後も、幼稚園
教員としての研究に終わりがないことを知っているものであるという。さらに、この継続的な学
びは、さらなる上級の教育機関での正式なものであったり、仲間や親たちとのグループ研究と
いった非正式なものであったりするのであるが、とりわけ、教師が専門性を高められるのは、目
の前の子どもに対して、洞察力に満ちた観察をすることを増やしていくことで実現すると述べて
いる12。この点は③とも関係するものではあるが、ヘファナンは教師はあらゆる分野に対して継
続的に学んでいく必要があるとし、その学びとは正式・非正式にかかわらず常になされるべきも
のであり、子どもから学ぶことも多くあることを述べている。
⑤子どもの前で相応しい身なりをし、適切な言動ができる人
　ヘファナンは、教師がたとえハリウッドの映画俳優のように美人ではなくても、子どもの目に
は世界中で最も美しく映るであろうという例を挙げて、子どもの前での教師の存在を説明してい
る。さらに、子どもは、教師の身なり、言葉遣い、しぐさを真似し、自分のものとし、教師の理
想を受け入れ、教師が尊敬するものを愛するようになる。人として生まれ、これ以上に人生を賭
けるに相応しい仕事があろうか、とも述べている13。教師の言動や考え、生き方のすべてが子ど
もに影響を与えうることに触れた上で、職務の崇高な価値とその喜びについて述べているのであ
る。
　以上のように、ヘファナンは、子どもを健全に育てる上で、教師の持つ役割と責任は重大であ
るとしていた。上述した①～⑤からも確認できるように、「幼稚園の教師は「子守り」ではなく、
（1）物理的、自然的環境についての学習をすすめ、（2）人間とその活動についての学習をすすめ、
（3）健康と自立の習慣をすすめ、（4）絵画製作や音楽、文学などの芸術的経験や創造的活動をす
すめることが有能な教育者である」と強く主張していた14。また、養成のための教育のレベルと
年限を、小・中学校の教師のそれらと同等にまで高めなくてはならないこと、そして、最高の質
の教師を確保するために、彼らが魅力的であると感じられる十分な給料に引き上げる必要がある
という問題意識も根底にあった。そして、幼児の教育に必要な資質は、他の段階の教育に要求さ
れる資質と同等に高度なものであり、「『小さな子どもなど、だれでも教えることができる』とい
う迷信をぬぐい去らなければならない」と、考えていたのであった15。
（4）ヘファナンの来日と民主主義思想
　1946（昭和21）年７月、ヘファナンはマッカーサー総司令部の教育部門のメンバーに推薦され
ていることを知った。ヘファナンは当時、カリフォルニア州教育省において精力的に働いてい
た。友人への手紙において述べてもいるように、「既に死にそうな程忙しい予定に加えて、脳性
100
GHQ及びCIEの戦後日本の保育内容への影響に関する一考察　－ヘレン・ヘファナン関与の視点から－
麻痺プログラムの管理もあり、普通では考えられないほど、今年は奮闘を要する年になって」い
た16。戦争管轄部門より、任命の公式な書状を受け取った際、「民主主義を普及させるという重
要な努力のもと、そのような活動に従事できる機会が与えられたことは、私にとって最も魅力的
なことです。しかしながら、この任命の受諾を決意するにあたり、 カリフォルニア州教育省にお
いて私が現在従事している地位を保持していただきたく、これを切に要望致したいと思います」
と、カリフォルニア州最高責任者であったシンプソンに手紙を送った。このように、任命に対し
て積極的な態度を示しつつも、帰国後の自らの立場を確保しようとしたのであった17。実際、ヘ
ファナンは従事していた仕事から１年離れたが、その地位は維持されることになった。
　ヘファナンがカリフォルニアから東京へ向けて出発したのは、1946（昭和21）年の10月26日で
ある18。その出発前の10月１日には、「日本における民主的な教育の基礎が構築されるために必
要なことはどんなことでもする」という意気込みを、友人への手紙の中で綴っている19。さらに、
「私の職務は、民主的な人々を形成するためにデザインされた教育プログラムの、基本的な原理
や理想を、日本の学校関係者や教師たちが受け入れることを、確実にすることであろう」と述べ、
日本の教育に対して為すべき自らの役割を認識している。ここでのヘファナンの意図は、彼女が
用いた英語表記から、民主主義教育を学校関係者や教師に強制的に「課したり」、「押し付ける」
というものではなく、「受け入れられるようにする」ことに重点を置いていたように推察できる。
さらに、日本へ赴く理由について、「国際理解の構築と親善に、少しでも貢献することができる
かもしれないということと、それによって世界平和の構築に貢献し得るためである」と述べ、ヘ
ファナンは、民主主義の構築と世界平和の２つを来日の目標として掲げていたのであった。
　来日後においても、「軍による支配が次第になくなり、人々は日本に民主主義が広がり、発展
していくことを受け入れるようになると信じている」20と述べているように、ヘファナンの民主
主義への信念と、日本において民主主義を構築するために果たすであろう教育への思いや信念は
深いものであった。
　“The American Education-アメリカ教育”と題された教育雑誌が、1946（昭和21）年12月に創刊
されるが、ヘファナンは、この４・５月合併号において「民主的学校に於ける訓練の意義」21、６・
７月合併号においては「民主教育における教師と学校」と題し、「児童の特質と民主的教師の任
務」と「児童の特質と民主的学校の任務」に言及した論文を載せている22。また、 Western Journal 
of Education においても、“Building a New Democracy in Japan”23と題する論文を投稿するなど、繰
り返し、生理学的、心理学的、社会学的、精神病学的研究の成果に基礎づけられた、民主教育に
おける教師と学校の任務及びその重要さを述べている。このことからも、ヘファナンの民主主義
教育が日本で確実になされることへの思いは確固たるものであり、強い信念に基づいていたこと
が窺える。
　ヘファナンは、日本に関する最初の印象と当時の心境についても述べている。すなわち、「電
車での移動は困難なものであり、結核が広く流行っていた」24状況を記す一方、日本の貧困の凄
まじさを嘆き、「寒さと飢えに苦しむ子ども達を見ると気が滅入ってしまう」が、「現在進行中の
仕事によって最終的に日本の経済が立て直され、彼らが自分達のことを、世界中の人々の中で最
も誇りに思えるようになるであろうと考えることで、元気づけられて」25いたのであった。
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２．ヘファナンと『保育要領』（1948年）
　政府は1946（昭和21）年秋より、刷新委員会の審議と呼応しながら、「教育基本法」や「学校
教育法」の原案の作成を急ぎ、法案を帝国議会に上程した。そして、1947（昭和22）年３月31日、
「学校教育法」が法律第26号として公布され、同年４月１日より施行されることとなった。学校
教育法により「幼稚園令」が廃止され、代わって幼稚園が学校教育体系の一環として位置づくこ
ととなった。このような措置は、上述したように『米国教育使節団報告書』と刷新委員会の議論
および建議を経て成されたものである。さらには、1948（昭和23）年３月１日に、保育内容の規
準となる『保育要領』が文部省により「試案」として刊行され、保育内容についての指針が確定
した。以下では、ヘファナンが日本の戦後の新しい保育制度と保育内容に対し、どのような影響
を与えたのか考察することをねらいとして、幼稚園を学校として規定する段階におけるヘファナ
ンの関わりと、『保育要領』の内容へのヘファナンの関与について分析する。
（1）幼稚園の学校体系への位置づけ段階
　『米国教育使節団報告書』では、幼稚園は公立の小・中学校の改革が整備された後に着手する
ものとされていた。また、幼稚園は独立の園地や園舎をもたず小学校に付設されることが原則と
され、さらには幼稚園と並んで保育学校の設置も望まれていた26。これを受けた刷新委員会では、
1946（昭和21）年10月25日に委員の１人であった倉橋惣三（東京女子高等師範学校教授）が就学
前教育の制度についての審議を要望し、幼稚園を小学校などと同じ学校として位置づけるための
議論が開始されたのであった27。
　倉橋の当初の考えは幼稚園を学校教育体系の中に組み入れることに主眼があったのではなく、
その主目的は幼稚園の独自性の確立にあったようである。むしろ、倉橋は幼稚園と学校は異なる
ものであり、幼稚園を学校に入れることは相応しくないと考えていた。委員の一人であった多田
鉄雄（私立池袋幼稚園長）によると、アメリカではキンダーガーデンを学校系統に５歳児の段階
から含めていたため、ヘファナンをはじめ司令部の教育部は幼稚園を学校体系の中に組み入れる
ことを想定しており、倉橋らとヘファナンらの間に意見の対立が見られたとされている。しかし、
議論を経た後、幼稚園を学校からはずすと幼稚園がおろそかに取り扱われることが危惧され、ま
た学校教育の中に入れておくことで幼稚園の普及が期待されることや、その枠組みの中で幼稚園
の独自性を確立していく努力をする方が好ましいという考えに倉橋や多田も至り、その結果幼稚
園を学校体系に組み入れることに帰着したのであった28。
（2）『保育要領』の内容への影響
　『保育要領』は菊判100頁の小冊子で、７章に分かれ、参考図が付録として添えられている。『保
育要領』は、国が作成した最初の幼児教育書であり、明治より行われてきた教育実践や研究を体
系的に取りまとめたものであるとともに、新しい幼児教育とはどのようなものであるべきかを指
し示した。刊行当時としては画期的なものであり、その後の幼児教育に対しても大きな示唆と影
響を与えたという点で大きな意義があった29。実際、『保育要領』は後に改訂を重ね、今日の保
育を規定している「幼稚園教育要領」へと繋がっていくのである。
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　このような『保育要領』が作成された主な背景としては、第１に「学校教育法」に幼稚園を規
定し、第79条で幼稚園の保育内容に関する事項は、その目的・目標に従い、「監督庁がこれを定
める」ことが法規として定められていたことがあげられる。第２には、小学校・中学校における
教育内容の策定の影響である。すなわち、1947（昭和22）年３月に小学校と中学校の「学習指導
要領（試案）」が発行され、幼稚園教員のためにも同様な手引書や指導書などを作成してはどう
かという見解があったのである。そして、第３として特に注目したいのが、ヘファナンの影響で
ある。まず、ヘファナンの示唆により1947（昭和22）年２月に文部省内に「幼児教育内容調査
委員会」が発足し、倉橋を中心として坂元彦太郎（文部省学校教育局青少年教育課長）や山下
俊郎（恩賜財団母子愛育会教養部長）らが委員として参加した30。そして、この委員会は毎週１
回開かれたのであった。坂元はある日、へファナンから絵を見るだけでもいいとして、“A Good 
Start in School”と題する米国インデイアナ州の公立教育部発行の本を貸与された。さらに、「こ
のような手引き書を作ったらどうか」との示唆を受け、“Modern Developments in Kindergarten 
Education”31が手渡されたのである。そして、坂元は、これらの本に共感し、「学習指導要領」と
対のものを作ろうと思いついたのであった。そして、「項目の立て方など、今まで日本になかっ
たことで、着想は非常にすぐれていると思ったから、それはそのままでいこう」とし、これに肉
付けをした。坂元の推測によれば、ヘファナンから渡された英文は、もともとカリフォルニアで
作ることが意図されていたシラバスであり、それをそのまま日本に紹介したとされる32。
　ここで、ヘファナンの示した“Modern Developments in Kindergarten Education”に書かれた保
育内容と、実際に刊行された『保育要領』の保育内容とを比較してみたい。ヘファナンの示した
“Modern Developments in Kindergarten Education”の子どもの経験に関する項目のみを示すと、「子
どもたちの価値ある学習のもととなる諸経験（1）いろいろの店や公共の場所へ見にゆくこと。/ 
（2）リズム / （3）休息 / （4）自由あそび / （5）音楽 / （6）おはなし / （7）描畫 / （8）クレオン作
業 / （9）粘土作業 / （10）興味ある品々 / （11）興味ある人々 / （12）科学的経験」となり、12項目
から構成されている。続いて、実際に刊行された『保育要領』（1948年）の冊子にある経験に関
する目次は、「幼児の保育内容－楽しい幼児の経験 １見学 / ２リズム / ３休息 / ４自由遊び / ５
音楽 / ６お話 / ７絵画 / ８製作 / ９自然観察 / 10ごっこ遊び・劇遊び・人形芝居 / 11健康保育 / 12
年中行事」であり33、同じく12項目になっている。
　まずこの中の項目について着目してみると、『保育要領』において新しく保育内容が12項目に
分かれたものとなるが、ヘファナンが『保育要領』作成委員に提示したものも、同じく12項目に
分かれており、その内、前半の「１見学 / ２リズム / ３休息 / ４自由遊び / ５音楽 / ６お話 / ７
絵画 / ８製作」は、内容もほぼ同等なものであり、順序も同じである。これらの一致は、特に先
に述べた、坂元が『保育要領』を作成する際に、ヘファナンの資料を「参照した」と述べていた
ことを裏付けるものでもある。
　保育内容においても、ヘファナンの考えが『保育要領』に垣間見られる。すなわち、『保育要領』
では、幼児教育全般について書かれているが、上述したように、ヘファナンも子どもを総合的に
捉え、発達や環境など、全てを考慮して理解する必要があるとしていた。また、『保育要領』では、
幼児教育の実際についての基準を示すだけではなく、保育所の保母や母親にも参考になるように
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書かれている。ヘファナンは、親に対する教育は個々の子どもの教育にとって重要な役割を果た
すだけではなく、幼稚園全体にとっても価値があると考え、親がなすべき教育の方法や態度など
についても研究していた34。また、親は子どもにとって、最も身近で最も影響を与えうる存在で
あるため、教師も管理者も全てが親とより良い関係を構築できる取り組みを継続的に試みなくて
はならないとも考えていた35。このような、教育を家庭や学校などとのすべての共同的な事業で
あると捉え、親教育を重要と見なしていたヘファナンの考えが、最終的に『保育要領』の対象を
保育者のみならず、親まで含むものにしたのではないかと推察できる。
　『保育要領』中の保育内容の大きな特徴として、第１に保育内容の副題を「楽しい幼児の経験」
として、幼児期には他の時期とは異なった特質があり、幼児特有の生活があるとの認識から、そ
うした特質と合った心身の発達を助長する環境を用意することが大切とし、子どもの経験に重点
が置かれたものであることが指摘できる。第２に、子どもの興味や要求を重んじ、自発的な意志
や活動に基づいて、いろいろな遊具を用いて遊ぶ「自由遊び」を主体としていることが指摘でき
る36。ヘファナンが作成委員に示した資料においても同様であり、内容においては、子どもにとっ
ての経験が如何に大事であるかを明示した上で、各々の保育内容について具体的に説明してい
る。また、ヘファナンがデューイの経験主義に賛同し、子どもの経験を重要視していたことや彼
女が自由主義を重んじていたことは、ヘファナンの複数の本や論文で度々確認できる。
　以上のように、1948（昭和23）年に刊行された『保育要領』には、ヘファナンの幼児教育観と
一致する部分が多く見られるのである。
おわりに
　本論文では、1948（昭和23）年に刊行された初めての保育の指針である『保育要領』には、幼
児の興味や経験を重んじ、子どもの独自性や環境、さらに自由保育を重んじた、ヘファナンの考
えが影響していたことを明らかにした。すなわち、委員会の運営はヘファナンの指導のもとに行
なわれ、彼女によって、“Modern Developments in Kindergarten Education”が『保育要領』作成の
ための委員に配られ、実際に刊行された『保育要領』にも、この資料と共通する項目が確認でき
た。さらには、ヘファナンの考えと同様な保育方針が『保育要領』の中に多く確認できた。
　一方で、ヘファナンの思想がそのまま『保育要領』に反映されたわけではないことも確かであ
る。例えば、委員の１人であった山下俊郎によれば、形式上はヘファナンが主催する形ではあっ
たが、実際には倉橋惣三が委員長のようなものであり、「一番初めにヘファナンの原案が要領の
形で示され」、「それに従って各委員が原稿を書き、それが保育要領の骨組みになった」37という
証言もある。『保育要領』の執筆に際しては、複数の委員の間で議論が重ねられており、また、
幼児教育に関する日本側の考えや思想も反映されたであろうことは否定できない。したがって、
一概にヘファナン１人の思想が強く影響したとは言い難い。また、ヘファナン（もしくは連合国
軍総司令部や民間情報教育局）の教育思想がどの程度『保育要領』に反映されたのかを立証する
のは困難である。しかしながら、少なくとも、ヘファナンの日本の教育を民主的で発展性のある
ものにしようとする意気込みは、日本へ渡る以前及び滞在中も揺らぐことなく、強いものであっ
た。そして、日本側の委員はヘファナンの示した英文の資料に共感し、それを参考に『保育要領』
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を作成したことは確かであり、日本側の委員とヘファナンとの間に密な意見の交換と関わり合い
があったことも事実である。また、『保育要領』とヘファナンの考えとの間に大きな相違もなく、
むしろ共通している点が多いことは上述した通りであり、ヘファナンが『保育要領』に与えた影
響は大きかったと見ることができる。
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